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（例規 31） 

隊友会の支援要領について（通達） 

標記について、47.4．１から別紙により実施されたい。 

陸上自衛隊は、隊友会の発足以来、全面的に支援を行って来たが、全退職者

に対する入会者の状況及び同会の組織、財政基盤等は必ずしも十分とはいえな

い現況にかんがみ、その育成につき積極的に指導されたい。 

なお、「隊友会の支援要領に関する通達」（陸幕発募第 133 号 34.12.４例規

31）、「隊友会賛助会員加入等細部要領に関する通達」（陸幕発募第３号 35.

１.14 例規 31）、「隊友会の趣旨周知および入会の勧奨について（通達）」（陸

幕１第 652 号 40.12.27）、「隊友会賛助会員費、納入時の記載要領について（通

達）」（陸幕１第 165 号 42.３.６）及び「退職者の隊友会入会手続き等につい

て（通達）」（陸幕１第 374 号 43.５.13）は廃止する。 

 



別紙 

隊友会の支援要領 

１ 方針 

隊友会（以下「会」という。）は、自衛隊協力団体の中核である設立趣旨

にかんがみ、その着実な発展と活動を期待するため、次に掲げる事項につき

隊務運営に支障のない範囲の支援を行う。 

(１) 在職者に対する会の趣旨及び活動の普及 

(２) 退職者に対する正会員入会の勧誘 

(３) 在職者に対する賛助会員入会の勧誘 

(４) 会の地域組織強化のための支援 

(５) 会が行う行事等の協力支援 

２ 支援の担当 

(１) 会との窓口 

地方協力本部長（複数の都道府県隊友会をもって構成された地方組織

にあっては方面総監、師団長及び旅団長）を通じて行うことを本則とす

る。 

(２) 会員の勧誘及び入会手続等 

部隊等の長（陸上幕僚監部における部長、監察官、法務官及び警務管

理官を含む。以下同じ。）が協力する。 

(３) 隊友会担当者 

部隊等の長又は駐屯地司令は、会費の徴収及び送付等のためそれぞれ

部隊等隊友会担当者又は駐屯地隊友会担当者を指定する。 

３ 実施要領 

(１) 会の趣旨及び活動の普及 

ア 駐屯地司令は、会の現況及び活動状況に関する情報資料を、駐屯地の

所在部隊等の長に提供する。 

イ 部隊等の長は、別送する「隊友会規則類集」（以下「会規則類集」と

いう。）及び前アの資料（陸上幕僚監部、中央病院及び地方協力本部長

にあっては隊友会から直接送付される資料）に基づき在職者特に幹部に

対して、会の目的、事業及び活動状況等を周知徹底し、在隊間から自衛

隊と会との連帯感をもたせるよう指導する。 

(２) 正会員入会の勧誘 

部隊等の長は、退職者個々について離隊するまでに、入会勧誘を行い、

特に幹部退職者については、努めて率先入会するよう勧誘する。この際、

入会勧誘において会費の納入については、１０年、１５年又は２０年の

期間の一括前納を推奨する。 

また、入会希望者に対しては、次に掲げる特典につき周知させ、便宜

を与える。 

   ア 各種の隊友会団体保険への加入 

   イ 防衛省共済組合等各施設の利用 

   ウ 隊友会提携施設等の利用 

 



(３) 正会員への入会手続 

付紙第１のとおり。 

(４) 賛助会員入会の勧誘 

部隊等の長は、在職者に対して、会の設立趣旨に賛同し、その財政と

活動を支援するために、賛助会員の制度が設けられたことを周知徹底さ

せ、全員が賛助する気風の醸成に努める。 

(５) 賛助会員への入会手続及び会費の徴収 

付紙第２のとおり。 

(６) 会の地域組織強化のための支援 

ア 地方協力本部長は、都道府県隊友会（以下「県隊友会」という。）の

相談役となり、会が努めて早期に自立運営できることを目標に、県隊友

会長と調整して次の事項について県隊友会を支援する。 

(ア) 会員カードの会本部事務局からの受理及び県隊友会への送付 

(イ) その他県隊友会長から依頼のあった事項 

イ 予備自衛官及び即応予備自衛官の訓練招集部隊等の長並びに予備自衛

官補の教育訓練招集部隊等の長は、訓練招集及び教育訓練招集時に地方

協力本部長を通じ、県隊友会の役員を招致して、次に掲げる便宜を与え

る。 

（ア）  隊友会未加入の予備自衛官、即応予備自衛官及び予備自衛官補（以

下「予備自衛官等」という。）に対する入会勧誘 

（イ） 既入会予備自衛官等の会費徴収 

（ウ） 各種の隊友会団体保険への加入、防衛省共済組合等各施設の  利用

及び隊友会提携施設等の利用の特典の周知 

（エ） 予備自衛官等福祉支援制度への入会勧誘 

(７)  会が行う行事等の協力支援 

陸上自衛隊の広報活動に関する達（陸上自衛隊達第 31―１号）第３章 

に基づき優先的に支援する。 

(８) その他 

ア 隊友会入会申込書兼会員カード、会費領収証、郵便振替払込書及び賛

助会員入会申込書兼会員証は、駐屯地等単位で会本部から一括交付され

る。 

イ 正会員会員証は、帰住先県隊友会長から直接入会者に交付させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付紙第１ 

 

 

正会員への入会手続 

 

１ 部隊等の長は、隊友会担当者に命じて入会を希望する退職者から入会申込

書兼正会員カード及び初年度会費（会費額等は会規則類集のとおり。）を受

け付け、引替えに会費領収証を交付させるとともに、徴収した会費は、月ご

とにまとめて連名簿（属紙第１）２部及び入会申込書兼会員カードを付し駐

屯地司令に送付する。 

２ 駐屯地司令は、隊友会担当者に命じて駐屯地所在部隊等の会費を取りまと

め、会費集計表（属紙第２）、前項の連名簿及び入会申込書兼会員カードと

ともに、翌月 10 日までに会本部事務局長に送付する。なお、送金方法は、銀

行振込（みずほ銀行東京営業部、公益社団法人隊友会普通預金口座 4779064）

又は郵便振替（振替口座 00150―７―70471、加入者公益社団法人隊友会）に

よるものとし、銀行振込についての送金手数料は、取りまとめた会費のうち

から支払う。ただし、市ヶ谷駐屯地司令は、前記にかわらず翌月 10 日までに

直接会本部事務局長に手渡させる。 

３ 中央病院長、地方協力本部長及び駐屯地から遠隔している分屯地司令は、

駐屯地司令に準じてその職務を行う。 

 

 

 



付紙第２ 

 

賛助会員への入会手続及び賛助会費の徴収 

 

１ 部隊等における入会の手続及び賛助会費の徴収は、毎年６月に行う。 

２ 部隊等の長は、隊友会担当者に命じて、賛助会員及び入会者から次の各号

により会費を聴取し、引換えに会本発行の入会申込書兼賛助会員証を交付し、

連名簿（属紙第３）１部を作成させる。 

 （１） 幹部自衛官及び准陸尉並びに行政職（一）２級（同相当級を含む。）

以上（以下「幹部」という。）の年会費は 500 円、陸曹及び陸士並びに

行政職（一）１級（同相当級を含む。）（以下「曹士」という。）の年

会費は 300 円とする。 

（２） 前号において、会費の納入額が幹部にあっては 5,000 円、曹士にあっ

ては 3,000 円に達した場合には、じ後の会費を免除することができる。 

 （３） 曹士であった者が幹部に昇任したときにおいて、納入額が 3,000 円  

（１０年）に達している場合は年会費の徴収を要しないものとし、  

3,000 円に満たない場合は幹部に昇任した年以降、通算して１０年の期 

間になるまで年会費 500 円を徴収する。 

３ 駐屯地司令は、隊友会担当者に命じて、前項の連名簿を保管させるととも

に、駐屯地所在部隊等の会費を取りまとめ、会費集計表（属紙第４）２部を

付し６月末までに会本部事務局長に送付する。 

なお、送金方法は、正会員入会費の送金方法に準ずる。 

４ 中央病院長、地方協力本部長及び駐屯地から遠隔している分屯地司令は、

駐屯地司令に準じてその職務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



属紙第１ 

 

隊 友 会 入 会 者 連 名 簿 

 

令和  年  月  日 

部 隊 等 名 

隊友会担当者階級・氏名 

（   年  月  日） 

一連 

番号 
退職年月日 階級 氏 名 

会  費 

帰住先 

地本名 年会費 

一括前納 

（１０％割引） 

10 年 15 年 20 年 

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  
         

 
         

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

 ． ．   円 円 円 円  

    円 円 円 円  

合計人員 名 合計金額 円 退職人員 名 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

記入要領 

  帰住先地方協力本部の順に記入する。 

 

 

 



属紙第２ 

 

隊友会正会員会費集計表（退職時入会者分） 

 

令和  年  月  日 

部 隊 等 名 

隊友会担当者階級・氏名 

（   年  月  日） 

  区 分 

 

 

 

部隊等名 

会   費 

計 
年会費 

一括前納（１０％割引） 

１０年 １５年 ２０年 

人員 金額 人員 金額 
人

員 

金

額 

人

員 
金額 

人

員 

金

額 

  円  円  円  円  円 

  円  円  円  円  円 

  円  円  円  円  円 

  円  円  円  円  円 

 

  円  円  円  円  円 

  円  円  円  円  円 

  円  円  円  円  円 

  円  円  円  円  円 

合 計  円  円  円  円  
㋐

円 

送金手数料

㋑ 
  

送金方法  
送 金 

㋐－㋑ 
  

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

記入要領 

  送金方法欄は、ａ（銀行振込）、ｂ（郵便振替）、ｃ（隊友会本部に手渡

し）のいずれかを記入する。 

 



 

 
 

 

 

令和 

寸法：日本産業規格Ａ４ 



 

寸法：日本産業規格Ａ４ 


